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末現在、中国の民間非営利組織は、約 49 万 9000団体を数え、この 10年間で約 2倍の規
模に達している（中華人民共和国国家統計局, 2013: 783）。 
このような民間非営利組織の枠組みの確立と数的増加を目の当たりにした中国の公共政























華大学公共管理学院 NGO研究所, 2002: 2）があげられる。 
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利組織の形態の 1つである社会団体は、2011年末には 3万 8026団体を数え、01年末の 1












































































会」の英訳である‘civil society’は、ラテン語の‘societas civilis’の訳語であり、‘societas 
civilis’はさらにアリストテレス『政治学』にある‘politike koinonia’の訳語だとされて











する考え方は、16世紀半ばまで続いたという（植村, 2010: 33）。 
 
















保護する機関と想定した（星野, 2009: 49）。 
19世紀に入ると、ゲオルク・ヴィルヘルム・フリードリヒ・ヘーゲル（Georg Wilhelm 
Friedrich Hegel）が‘civil society’を‘bürgerliche Gesellschaft’（ビュルガーリッヘ・
ゲゼルシャフト）と翻訳し、「市民社会」を「『すべての人々の労働と欲求と満足によって



































経営者団体に該当するもの」（星野, 2009: 60）と述べている。 
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ことによると述べている（粕谷, 2007: 9）。 
 その上で粕谷は、比較政治学における「市民社会」の定義として、ホアン・リンス（Juan 







                                                   
団体（あるいは団体の集まり）」（粕谷, 2007: 9）といいかえることができると述べている。
また、以上のような領域として「市民社会」を解釈する視点は、ヘーゲルとマルクス、グ





































































う NGO のローカル化には、（1）もう 1 つの開発 10の推進、（2）社会サービスとセーフテ
ィ・ネットの提供、（3）国家による不公正な行為に対する政策提言と警告（アドボカシー）、
（4）国際世論への働きかけ等があげられる（重田, 2014: 24）。 
 重田は、「国家によるグローバル化」と「市民社会のローカル化」という相反するベクト
ルを調整する場として、先述のハーバーマスの議論にあった「公共圏 11」の存在を想定し

















域コミュニティからの内発的なアプローチなどがある。（国際協力用語集[第 3版], 2004: 27） 
11重田は、公共圏を「（1）国家と市民社会の間に位置する社会空間であり、（2）市民が存在
できる唯一の場所であり、（3）市民の自由な意思に基づく合意形成の場であり、（4）国家
と市民社会の間で自由に政策形成できる場」（重田, 2014: 27）と定義している。 
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（1）論争第一段階（1986年～1989年 6月 4日）：全体主義から市民社会論へ 
 マー・シュー・ユン（Shu-Yun Ma）によると、中国の「市民社会」をめぐる論争は、沈
越の論文（1986 年）によって始まった（斎藤, 2004: 28）。沈はマルクスの‘bürgerliche 
Gesellschaft’が中国では、「資産階級社会」と誤訳されてきたため、市民的権利が否定さ
れていたと述べている（斎藤, 2004: 28-29）。 
（2）論争第二段階（1989年 6月 4日～1992年）：海外民主派による「敵対モデル」 








































対抗するもう 1つの政治的領域であり、経済社会としての市民社会ではなかった」（韓, 2009: 
82）とハーバーマスの想定する「市民社会」に近似していたことを示唆している。しかし、
実際はヘーゲルやマルクスの「市民社会」から脱却することができなかったと述べている














































































































































































































































































 第 6 章では、仁愛会の展開する平時の慈善事業である民衆に対する粥の配給プロジェク
トと、地震等による緊急災害支援の 2 つの異なる事例から、仁愛会が慈善活動を展開する
中で、政府機関といかなる交渉を行い、「官民連動」の空間を構築するのか明らかにする。 























































































































社会組織は、2007 年に開催された中国共産党第 17 回全国代表大会以降、政策上の表現と
26 
 















































































決しようという方策」（足立, 2013: 522）であったという。 
 黄鴻山は、朱熹の社倉について、「郷村に作られたもので、民間によって選ばれた人が管
理し、官府が監督し、『春に借入し、秋に返還する』という方法を採用し、貧民を救済する



































が行われている（黄, 2011: 215）。 
黄は、蘇州育嬰堂の運営管理について、「設立後から長期にわたって、蘇州育嬰堂は基本
的に地方の紳士によって全権責任を持って管理業務が行われた。官府の直接的な関与は見









呉県の太学生の施維宜らによって設立された（黄, 2011: 215）。 
30 
 
                                                   






嬰堂と同様に、政府からの干渉が強くなったという（黄, 2011: 217-218）。 
 例えば、蘇州の男普済堂 22は、1710年の設立当初は、地方の紳士によって管理されてい
た（黄, 2011: 218）。その後、1762年以降も「董事 23」は地方の紳士が担当したが、黄によ
ると、それは以前のようにボランタリズムによって担当するのではなく、地方政府から委























                                                   
いものであったと結論づけている（黄, 2011: 222）。 







































る（王, 2002: 43-58）。 
また法制度の側面から李勇が詳細な考察を行っている。李勇は、1911年 3月に発布され
た「中華民国臨時約法」の第 6 条第 4 項の「人民は言論、著作、刊行および集会、結社の
自由を有する」が初めて法律形式によって示された人民の結社の権利であると述べている。
その後の憲法改正でも人民の結社の自由は、もれなく憲法によって規定されている（李, 
2004: 278）。さらに当時の民間非営利組織を規定する法律として、例えば 1932年 10月に




























































（毎年 1 回の年度報告の提出（第 24条））などが、より詳細に規定された。 














1993年から 95年の間、社会団体は毎年 3万団体程度増加し、95年末には 20万団体に達
したと述べている（李, 2004: 277）。 
1998年には、増加しすぎた社会団体を再び整理するため、国務院によって「社会団体登



























される。2012年末現在、社会団体は 27万 1131団体、基金会は 3029団体、民弁非企業単



















































第 2節 中国の NPO研究者による「市民社会」の分析 
 











































という（賈, 2004: 14-15）。 
最後に、商玉生は、中国の民間非営利組織をまず法人 NPO と非法人 NPO に分類する。
法人NPOは賈でいう法定民間組織にほぼ該当するものである。但し、商は人民団体を准政
府組織、国務院機構管理の団体を GONGO と見なし、法人 NPO の範疇には包括していな






























































































された農村女性の支援団体である（国際協力機構, 2006: 86）。 
謝らは 1996 年、出稼ぎ女性を支援する団体である出稼ぎ女性の家を設立し、さらに 98
25北京市社会組織公共服務平台「北京市朝陽区自然之友環境研究所」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00008041&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
42 
 
                                                   
年に農村からの出稼ぎ女性に対して無償で職業訓練を行う農家女実用技術訓練学校を設立






















http://dev.one-foundation.com/html/14/n-314.html、2014年 2月 25日検索。 
27北京市社会組織公共服務平台「北京市東城区農家女居家養老服務社」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
]00008382&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
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12000000000047&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
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http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00007454&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
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00007427&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
33北京恵澤人公益発展中心、
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分析している（李, 2012: 25-27）。 
 次に第 2 世代の団体をみてみると、第 1 世代の団体でボランティアや職員として活動し
ていたものが、独立して設立した団体が多い。例えば、社区参与行動の設立者宋慶華は、






















































































































（溝口, 2004: 248） 
 
 溝口は、この「民間空間」の特徴として、流動的で不定形な場、伸縮自在の関係、営み
















































































   民意を吸い上げるための行政システムを機能させるために、君主と官僚は分業を行
うべきというもの。 
 （2）政治は、天下万民の与論に従って行われなければならない。 
































































を扶け、不平等をなくす」（溝口, 2010: 217）を目指す。 
 （2）民権主義：「『平等』すなわち君権を打破して 1人 1人が平等の政治的地位をうるこ
と」（溝口, 2010: 218）。 
 （3）民生主義：4億人の国民すべての「豊衣足食」を達成するために、「社会の発展によ
る地価の上昇部分を公有にするなど、富の分配を公平にすることに努め、私人の資



























































































































ともに党の方針に従い、民間社会に自主性や発言権はなかったと述べている（蕭, 2011: 37）。  
1947年の 228事件を契機として 48年には「動員戡乱時期臨時条項」が施行され、台湾
社会は戒厳体制となった。翌年にはさらに「懲治叛乱条例」が施行され、50 年に修正公布

























































化し、社会運動は本格化していった（酒井, 2011: 148）。 




価している。また、現在ある 3 万以上の会員団体（社団法人）と 5 千以上の基金会（財団
法人）の内、少なくとも 3分の 2は 80年代に設立されたと述べ、さらに 80年代を台湾の
非営利セクター発展の黄金時代であったと総括している（蕭, 2011: 37-38）。また、肖楊も
87年以降、すなわち戒厳令解除以降に、全体の 7割近い基金会が設立されたと指摘してお

































































































































らに許栄淑委員は、尤の主張と同様に、第 2 条規定にある 3 原則が「動員戡乱時期国家安
全法」と「動員戡乱時期集会遊行法」の内容と重なると主張した上で、政党政治を進めよ













現行の「人民団体法」に基づいて団体を設立する場合、まず満 20 歳以上の発起人 30 名
以上が必要で、次に申請書、定款の草案、発起人名簿をそろえて主管機関 35に設立申請を
行う（第 8条）。次に、設立が認可された時点で発起人会議を開催し、準備委員を選定した















 社会団体は 2011年末現在、合計 3万 8026団体あり、01年末の 1万 8695団体と比較す
ると、約 2倍の規模にまで拡大している。職業団体は 2011年末現在、1万 620団体あり、





































 各種財団の数について、詳細な最新の統計は見当たらず、官が 2010年 6月に作成したデ
362013年 1月 8日に法務部法律事務司に対して行った電話での聞き取りに基づく。 
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政規則文書に基づいて著者作成、2012年 1月 8日検索）※空欄は行政規則に記載なし。 
 







      
教育部 教育 3,000万元 7-21人   
文化部 文化芸術 3,000万元 7-21人 3-5人 
外交部 国際協力・開発、国際理解、福祉、
世界平和等       












ービス、司法保護       
経済部 商業貿易、エネルギー資源、産業科学技術、情報応用       
財政部   500万元 5-17人 5人まで 
国防部 国防 3,000万元 5-25人 1-5人 
農業委員会 農業、林業、漁業、牧畜業、食糧等       
国軍退除役官兵
輔導委員会 
退役・除隊軍人への福祉サービス   5-13人   
国家科学委員会 科学技術 3,000万元     
蒙蔵委員会   1,000万元 9-21人   
衛生署 衛生 1,000万元 9-15人 3-5人 
環境保護署 環境保護 500万元 7-21人 5人まで 
新聞局 新聞、雑誌、図書、音声出版品、映画、ラジオ、テレビ等 3,000万元 7-21人 3-5人 
労工委員会 労働者と資本家の協調促進、労働
者の権益保護、労働者福祉等   9-15人 理事定員の 3分の 1 
原子能委員会 原子力エネルギー科学と技術の研究、サービス、応用など       









































































いる。さらに 2010年には、国連経済社会理事会から NGO特殊協議資格（NGO in Special 
Consultative Status with ECOSOC）が付与され（慈済伝播人文志業基金会、2012: 51-54）、
今日では台湾を代表する民間非営利組織の 1つと捉えることができる。 




である委員 37や慈誠隊 38、病院や学校、記念施設などの建設、その他の慈善事業に 100 万
元以上寄付した者が任命される栄誉董事、個人情報（名前や住所、身分証の番号）を登録
した寄付者である会員などの 2 次組織によって支えられている（慈済伝播人文志業基金会, 
2012: 126-129）。 
2011年現在、委員は 4万 7008人（うち海外は 6419人）、慈誠隊は計 2万 5785人（う



















（写真 1：慈済会「静思堂」。2014年 8月著者撮影） 
 














66、2014年 9月 10日検索。 
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いう 3 つの誓いを立て、「一日不作、一日不食 41」（一日作さざれば、一日食らわず）とい
う信条の下、毛糸でセーターを編み、セメント袋を飼料袋に作り変え、端切れでベビーシ
ューズ（写真 2）を作り、それらを販売するなどして生計を立てていた（陳, 2003: 48）。 
 
 





40前掲ウェブサイト慈済会日本、2014年 9月 10日検索。 
41前掲ウェブサイト慈済会日本、2014年 9月 10日検索。 
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また、時期を同じくして、花蓮海星女子高校の 3人の修道女が証厳を訪ねてきた（陳, 2003: 
50）。修道女たちは、証厳にカトリックは人々のために病院や学校、老人ホームを設立して
いるが、仏教は社会にどのような貢献をしているのかと尋ねられ、慈善団体としての組織


























こととし（陳, 2003: 56）、現在の慈善志業につながる活動が始められた。 
 
 


















場に行き救助にあたる（慈済伝播人文志業基金会, 2012: 84-85）。 
44「冬令発放」（冬期物資・慰問金支給）とは、毎年、春節の前に、支援世帯のために年越





護師が無料診療や薬を提供する（慈済伝播人文志業基金会, 2012: 54-55）。 
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のような支援を計 15世帯に対し支援を実施している（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 88）。 









































新案件世帯数 14,713               
ボランティア数 65,446               
長期支援世帯数 60,276               
ボランティア数 257,913              
在宅訪問 119,351              
ボランティア数 641,934              
医療補助 1,784                 
葬祭補助 1,622                 
一般救難補助 6,932                 
ボランティア数 44,800               
家屋掃除世帯数 29                     
家屋修繕世帯数 136                   
ボランティア数 2,998                 
実施回数 9                      
受益世帯数 29                     
ボランティア数 104                   
回数 188                   
受益世帯数 21,246               
ボランティア数 14,852               
回数 35                     
受益世帯数 15,794               
ボランティア数 68,015               
無料診療人数 1,679                 
無料散髪人数 1,618                 
回数 34                     
受益世帯数 25,322               























ち、超然として政治への介入を避けようと努力している」（楊, 1995: 27）と結論づけている。 
 








会, 2010: 54）という。 
























の支持を得て、83年 1月、花蓮市郊外の国富里河川の土地 8ヘクタールを購入し、同年 2
月 5日、起工式を実施した。当日は、李登輝台湾省主席（当時）も参列し、鍬入れ式の主
宰を務めた（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 135）。この式典の後、李省主席は、3万元の








と援助があったという（陳, 2003: 71）。そして 1986年 8月、台湾大学の杜詩綿教授を初代







が開設している（仏教慈済基金会, 2010: 55-58）。 
 
 





















                                                   
している（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 12-13）。 
 
 
（写真 5：慈済大学。2014年 8月著者撮影） 
 
 （3）政治勢力との協力関係 
 この期間（1979 年-1990 年）の政治勢力との関連性について特に重要なのは、病院建設
に係る政治家からの支持・協力である。楊の分析によると、1975 年から 1987 年までの期
間を文人戒厳統治時期とし、この期間、251 回の外部との協力関係のうち、85 回が政治勢
力との関係であり、全体の 33.9%を占めたという。また、その 85回のうち 84回が、執政
党である国民党関係の内容であったと述べている（楊, 1995: 46）。ちょうどこの期間は、証




 また、「1975年 5月から 1987年 12月末までの慈済月刊および 1986年 9月から 1987年
12 月末までの慈済道侶の中身は、すべて救済および宗教に関するもので、政治的な内容の
ものはなかった」（楊, 1995: 47）と述べている。但し、軍人戒厳統治時期と同様に、慈済月
刊には、花蓮県内の政府の政令に関する宣伝はあったとのことである（楊, 1995: 47）。 
 さらに、文人戒厳統治時期の間の慈済会の選挙に対する協力については、中央日報、中



























局）が開局した。2004 年 11 月には、今までの文化志業という呼称を人文志業に変更し、
翌年 1 月、慈済人文志業中心を設立し、紙媒体の部門とテレビ・ラジオ部門を 1 つにした
（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 12-13）。ちなみに人文志業は、組織全体が仏教慈済伝播
文化志業基金会という 1つの独立した団体となっている（金子, 2005: 119）。 
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初めて寄贈できるようになっている（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 20）。 
















とを宣言したのである（証厳, 2006: 93-94）。 
 その後、慈済のボランティアは地域における資源回収を開始し、同時に、環保教育駅 52（環
境保護教育ステーション）を設立した。ステーションでは、市民に資源の分類・回収の方









                                                   
ルされ、毛布やシャツなどの衣料品に加工される。 
 2012年末現在、台湾における環保教育駅は 315か所、社区環保駅 53（地域環境保護ステ





























慈済慈善事業基金会、2013年、668頁、2014年 9月 14日検索。 
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協力関係もまた同様であった」（楊, 1995: 82）と述べている。 
 また、1988年 1月から 1992年 12月末までに発行された『慈済月刊』および『慈済道侶』
にも今までと同様に政治的な内容のものはなかった。但し、1988 年 8月の第 262 期以降、
政府の政令についての記事は掲載されなくなった（楊, 1997: 82）。 
 さらに、民主化転換期の慈済会の選挙に対する協力については、中央日報、中国時報、
聯合報、民衆日報、台湾時報、自律晩報などのメディアでは特定の政治勢力を指示するよ






























手間がかかる」（証厳, 2003: 7）や「慈悲を形象化して、具体的行動に移そう」（証厳, 2003: 









































































































2011年 3月 11日 14時 46分、三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0の地震が発生し
た。この地震によって被害をこうむった地域は、北海道から関東地方におよび、死者 1 万

















http://www.mofa.go.jp/mofaj/saigai/pdfs/bussisien.pdf、2013年 10月 7日検索。 
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台湾の官民から寄せられた寄付金は、2013年 6月 30日現在、合計 68億 5419万元で、
そのうち 60億 2074万元がすでに被災地支援で執行された 65。 












年 10月 7日検索。 
64交流協会「台湾からの支援（東日本大震災）」
http://www.koryu.or.jp/ez3_contents.nsf/04/6BE18444C925CE364925785C00299F24?O
penDocument、2013年 10月 7日検索。 
65外交部「日本 311大地震台湾捐款単位及金額一覧表」
http://www.mofa.gov.tw/Home/TopicsUnitDownLoad/a4db126d-5387-4daa-898d-739e10
464d1d、2013年 10月 7日検索。 
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66前掲ウェブサイト台北駐大阪経済文化弁事処、2013年 10月 7日検索。 
67日本の国土交通省に相当。 







                                                   
た 70。 
①中華民国赤十字総会（保温用ジャンバー、毛布、寝袋計 2500点） 
②法鼓山（寝袋 3536点、防寒用コート 6000点、乾燥保存食等） 
③中華民国一貫道総会（発電機 30台、防寒衣料 2000点、毛布 2000枚、掛け布団 10枚、
寝袋 5000点） 
④義美食品公司（クラッカー・乾燥保存食など 2000箱） 




さらに外交部は、独自で保存食品（5 万元相当）、石油ストーブ 20 台、発電機 500 台を
購入し、民間からの救援物資と合わせて、14日に 80トン分の救援物資を中華航空を利用し
て東京に輸送し 71、22 日から 24 日にかけて気仙沼市や南三陸町、山元町等の被災地に送
った 72。残りの 320 トンは、台湾の陽明海運、エバーグリーン海運、万海海運などによっ















に救援物資を贈呈」2013年 10月 7日検索。 
74外交部「日本 311震災国内各界捐助震災物資及処情形」
http://www.mofa.gov.tw/Home/TopicsUnitArticleDetail/eb851f07-d1b2-4938-8661-aac68
4b48525、2013年 10月 7日検索。 
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（県外へ非難した被災者を含む）の 9万 6974世帯に対し、計 50億 1642万円を支給した
（台湾仏教慈済基金会, 2012: 8-9）（表 4）。また、支給活動には 4283人のボランティアが



























































があれば、単身世帯で 1世帯あたり 3万、2-3人世帯で 1世帯あたり 5万、4人以上の世帯























802012年 8月 6日に実施した謝富美元慈済会日本分会長への聞き取り調査に基づく。 
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（台湾仏教慈済基金会日本分会, 2012: 15） 
 
金子によると、見舞金は、お金が見えないように菩提樹の葉の形のカバーがされた和紙

















通信で広報され、6月 9日から 11日（シープラザ釜石）（写真 7）、7月 18日（シープラザ
釜石）、7月 22日および 23日（在京の釜石市出身者対象、日本分会にて支給）、8月 4日（他
県に避難している釜石市住民に郵送）に行われ、最終的に 3680世帯に 1億 8262万円が配






                                                   
 
（写真 7：シープラザ釜石。2013年 8月著者撮影） 
 

















































年 3月 31日まで、市内の幼稚園 4園、小学校 9校、中学校 5校に計 37万 6325食分（表 5）
101 
 
の経費、1億 1262万 2002円（表 7）を支援した。なお、慈済会からの支援については、「給
食だより」を通じて保護者に対して伝えられている。例えば、小学校で配布された「10 月















丹中学校～平田小学校の運行コース（表 6）について、6月 1日から 9月 30日までの運行
経費 2625万 750円（表 7）を支援した。 
 
（表 5）慈済会による釜石市に対する学校給食・弁当支援内訳 
 対象校名 提供食数（食） 




中学校 釜石、甲子、釜石東、唐丹、大平 127,317 












































































 慈済会による陸前高田市への見舞金の支給は、6 月 10 日から 12 日（モビリア、長部地
区コミュニティセンター、高田小学校）、7 月 17 日（高田小学校）に実施され、最終的に


















































活動は、9 月 10 日から 12 日（矢本、小松、大曲、大塩地区：市コミュニティセンター、
赤井地区：赤井市民センター、鳴瀬地区：小野市民センター）、10月 24日（市コミュニテ









































































































































































































光山宗務委員会, 1997: 58）後、住持の座を退き、現在は釈心保（写真 9）が住持を務めて
いる。 
 以下、仏光山の歴史、展開する各種慈善事業と政治勢力との関連性を、「仏光山設立前」





 （写真 9. 釈心保住持。2013年 8月著者撮影） 
   










































861954年 3月に週六念仏会を宜蘭念仏会に改称（闞, 2004: 290）。 
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挙げている。また、この歌詠隊以外にも、助念隊、弘法組が青年を中心として組織されて











 その後、教勢の拡大に伴って、1959年 6月には台北平光寺に「台北念仏会」を、同年 8
月には台北県三重埔に「仏教文化服務処」（仏教文化サービス所）を設立し、台北での布教
の拠点を獲得した（闞, 2004: 300-301）。 



















 仏光山ウェブサイトの「大事年表」を見ると、この時期の政府要人との接触には表 8 の
ようなものがあった。特徴的なのは、そのほとんどが招待によるもので、星雲側が主催者











































































的に回って、本を子供の手に届ける事業である（仏光山宗務委会, 2013: 42-45）。 






























建造年 名称 役割 
1967年 東方仏学院 僧侶の養成機関 
1971年 大悲殿 88 観音菩薩を祀る 
1974年 朝山会館（写真 12） 信者の宿泊・食事施設 
1975年 大智殿 文殊菩薩を祀る 
1975年 大仏城 大仏群を安置 
1981年 大雄宝殿（写真 13） 仏光山の本殿 
1981年 浄土洞窟 一般の人々が仏教の世
界観を学ぶ 
1982年 萬寿園 墓地 
1983年 地蔵殿 地蔵菩薩を祀る 
1985年 麻竹園信徒講習会 信者の講習会や中高大
学生が旅行で利用 










鐘と太鼓を寄付している（星雲大師, 2012: 51）。 
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（写真 12. 朝山会館。2013年 8月著者撮影） 
 
 




















































国際仏光会（Buddha’s Light International Association: B.L.I.A）は、1992年に設立さ
れた出家僧と在家信者による、民間非営利組織である（仏光山宗委会, 2013: 98）。2003年




1990年 8月 10日、108人の発起人によって第 1回発起人座談会が台北で開催され、国
際仏光会という会の名称や宗旨、任務、章程などが決められた。9月 24日に内政部から設
立準備の許可を得て、11月 3日、第 2回発起人座談会を開催し、準備委員に王金平、趙寧、



























を必要とする（仏光山宗務委員会, 1997: 352）。 





世界総会 10周年特刊』によると、世界 5大陸の 60余りの国と地域に、170余りの協会と





















国際仏光会の管理・運営を行う組織として理事会がある。第 3 届会務幹部組織 90（第 3
次理事会）には、総会長として星雲、副総会長として呉伯雄、厳寛祜、游象卿、陳順章が





















                                                   
国科技大学教授であり、呉伯雄と同様に、多数の政府の要職を歴任した人物である。 
 























































なのである。        （仏教教科書第 7冊 仏教常識第 6課 宗教法令 96） 
94仏光山ウェブサイト『人間佛教語録』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=20&item=35&bookid=2c907d4
945216fae0145495435f801ba&ch=2&se=7&f=1、2014年 9月 20日検索。 
95仏光山ウェブサイト『星雲日記（31～40）』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=2&item=50&bookid=2c907d49
4728569e01479466a9b70037&ch=1&se=3&f=1、2014年 9月 20日検索。 






























（人間仏教語録 宗門思想編 弘法利生 98）。 
d4944dd5ce70144e285bec50005&ch=8&se=6&f=1、2014年 9月 20日検索。 
97仏光山ウェブサイト『仏光教科書第 9冊 仏教問題探討第 18課 應世』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=184&item=257&bookid=2c907










































 2-1. 東京仏光山による東日本大震災支援の概要 
 


















                                                   
 
（写真 14. 東京仏光山寺。2013年 8月著者撮影） 
 
 










































難者 100名のために 500キロの米を送った（日本仏光山, 2012: 24）。 
















 東京仏光山は、3月 31日から 4月 1日にかけて、被災地に入り、宮城県気仙沼市の東陵
高等学校、宮城県石巻市日蓮宗法音寺の避難所でうどんの炊き出しを行い、石巻市日蓮宗
久丹寺の避難所では救援物資を支給した（日本仏光山, 2012: 5）。これらは Earthの代表が
住職を務める日蓮宗立本寺のネットワークによるものである 108。4 月 2 日には仏光山本栖
寺と連携して群馬県渋川市役所に衣服、寝袋、毛布など 20トン分を提供している（日本仏







































 2-4. 義援金支援 
 
 東京仏光山は、3月 16日に東京都板橋区役所に対して 100万円を、4月 8日に東京都豊
島区役所に対して 100万円を義援金として寄付した（日本仏光山, 2012: 5-6）。その他、仏
光山慈悲基金会と国際仏光会による義援金 100万円が 4月 17日に仏光山本栖寺住職の満潤
によって群馬県渋川市役所に（日本仏光山, 2012: 58）、5月 24日に台湾桃園市公所（市役
所）と仏光会が集めた義援金 121万 7000円が群馬仏光山法水寺によって、渋川市役所に寄
付された（日本仏光山, 2012: 79）。 
被災地に対する直接的な義援金の寄付は、4月 29日に、日本仏光山が仏光山慈悲基金会
と国際仏光会の義援金 100万円を宮城県塩釜市に（日本仏光山, 2012: 71）、また、6月 20
日に、仏光山慈悲基金会と国際仏光会、桃園市公所が義援金 1 千万円を宮城県に寄付した
















 南華大学への留学支援は、3月 21日に南華大学が被災地の学生 200名に無料で留学の機
会を提供することを決定したことで開始した（日本仏光会, 2012: 24）。しかし、震災直後の
募集であったため応募者が少なく、被災者 1 名が留学するにとどまった。この留学支援で
は、入学金、授業料、寮費、渡航費用が全額免除され、月 2万円が支給された 109。 
 次に、私学の高校生に対する月額 2万円の奨学金支援について、4月 15日に奨学金支給
の検討が始まり（日本仏光会, 2012: 58）、19日には、マレーシアの星洲日報基金会より 10
万リンギットが奨学金のため寄付された（日本仏光会, 2012: 63）。26日に、日本仏光山は
東京仏光山寺で日本星雲教育基金籌備会議（日本星雲教育基金準備会議）を開催し（日本






振り込まれ、生徒に支給された。岩手県には 11人分 792万円が、宮城県には 24人分 1728



















































年度 振込月 受領人数 月額 月数 計 
2011年度 6月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
 9月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
2012年度 4月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
 9月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
2013年度 4月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
 9月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
計 7,920,000円 
宮城県分 
2011年度 6月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
 9月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
2012年度 4月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
 9月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
2012年度 4月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
 9月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
計 17,280,000円 
福島県分 
2011年度 6月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
 9月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
2012年度 4月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
 9月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
2013年度 4月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
 9月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
計 10,800,000円 
総計 36,000,000円 
（出典：小笠原有美国際仏光会東京協会副会長提供資料に基づき筆者作成。2011年 6月 3日現在） 
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際仏光会の義援金 100万円を宮城県塩釜市に（日本仏光山, 2012: 71）、また、6月 20日に、
仏光山慈悲基金会と国際仏光会、桃園市公所が義援金 1 千万円を宮城県に寄付した（日本






間の構築に尽力している。例えば、先述の 3月 16日に東京都板橋区役所に対して行った 100


























1112013年 8月 26日から 28日まで参加した台湾高雄の仏光山寺での調査の際に、長瀬区議
より確認。 
112宗教法人臨済宗日本仏光山・東京仏光山寺ウェブサイト「2013.03.06NPO法人國際 BLIA 
捐口罩防流感」http://www.tokyofgs.com/whatsnew/charity.php、2014年 9月 20日検索。 
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  （表 11）1964年-1990年の政治勢力・政府要人との交流に関する年表 
1969年 12月 ベトナム文化部長 
1970年 12月 蒋経国総統 
1971年 5月 孫運璿経済部長一行 







4月 澎湖救国団高総幹事、県内 7か所の中学生約 430人を連れ参詣 
1972年 5月 リー・クアンユーシンガポール総理夫妻 
7月 謝東閔台湾省政府主席夫人、高雄県県長林淵源夫妻 
11月 宋長志海軍総司令夫人ら一行 
1973年 5月 鄭為元連勤総司令ら一行 
6月 蒋経国行政院長ら一行 















1977年 3月 行政院新聞局、仏光山の外景を撮影 
9月 イギリス国会議員一行 
トンガ王国トゥポウ国王妃 




1979年 5月 フィリピンの総理夫人、国家舞踏団一行 
















11月 星雲、招かれて高雄県党部開催「第 9回郷鎮第 10回県議員選挙党登記同志座談会」
で講演 








1982年 4月 サウジアラビア内政部長ら 6名が参詣 
西ドイツの国会議員ら参詣 
各国駐台使節団ら 11名、外交部職員と参観 
1982年 5月 台湾省民政庁、仏光山嘉義圓福寺を 1982年度成績優秀宗教団体として表彰状を贈
呈 
1982年 6月 台湾省政府社会処、仏光山大慈育幼院が優良評価。 
内政部、寿山寺を（民国）70 年度寺廟教会と公益あるいは慈善事業優秀団体とし
て表彰 































































1986年 3月 コスタリカ国会議長夫妻 
謝東閔前副総統 


























































































































































































































われていた「政社分離」が政府と社会団体との分離の意味で使われた。                 






















































基金会は 2012年末現在、全国に 3029団体（表 12）あり、毎年増加の傾向にある。 




























 社会団体 基金会 民弁非企業
単位 
2000年 130668  22654 
2001年 128805  82134 
2002年 133297  111212 
2003年 141167 954 124491 
2004年 153359 892 135181 
2005年 171150 975 147637 
2006年 191946 1144 161303 
2007年 211661 1340 173915 
2008年 229681 1597 182382 
2009年 238747 1843 190479 
2010年 245256 2200 198175 
2011年 254969 2614 204388 

































































































て全体の 88.85％を占めている（康, 2011:56）。さらに、社会からの寄付の多くは、表 12





















2000年 9.3 5.4 3.9 
2001年 11.7 7.6 4.1 
2002年 19.0 11.1 7.9 
2003年 41.0 29.2 11.9 
2004年 34.9 17.1 16.9 
2005年 60.3 31.3 29.0 
2006年 83.1 43.0 40.1 
2007年 132.8 50.9 81.9 
2008年 744.5 479.3 265.2 






































































































































省名 団体数 省名 団体数 
中央級 199 天津 53 
地方 2830 安徽 52 
江蘇 415 雲南 48 
広東 336 山西 48 
浙江 265 寧夏 42 
北京 219 海南 40 
湖南 153 重慶 39 
上海 140 河北 39 
福建 137 吉林 36 
内モンゴル 90 江西 34 
四川 88 新疆 31 
河南 77 甘粛 29 
山東 76 貴州 29 
陝西 71 広西 28 
遼寧 70 青海 17 
湖北 64 チベット 11 




























































基金会の声と要求を伝える。                  （馮, 2010: 1） 
 
 ここから論壇は 09年から 13年までで計 5回の年度大会を開催していることがわかる。
毎年、民間非営利組織や企業、メディア、政府関係者ら数百団体が参加する非公募基金会
最大の学術会議であり、仁愛会は、この論壇に第 2回 115、3回 116の年度大会の主催団体の







































118騰訊公益ウェブサイト「第 3届中国非公募基金会発展論壇開幕」（2011年 11月 23日記
事）、http://gongyi.qq.com/a/20111123/000016.htm、2014年 9月 25日検索。 
119仁愛会ウェブサイト、http://www.chrenai.org/volunteer/zhiyuanzhefengcai/619_3.html、
2014年 9月 25日検索。 
120前掲仁愛会ウェブサイト、2014年 9月 25日検索。 
121南都公益基金会ウェブサイト、
http://www.naradafoundation.org/keditor/attached/file/20121006/20121006001726_278
0.pdf、2014年 9月 25日検索。 
122前掲南都公益基金会ウェブサイト、2014年 9月 25日検索。 
123第 4届中国非公募基金会発展論壇ウェブサイト、http://gongyi.sina.com.cn/z/2012CPFF/、
2014年 9月 25日検索。 
124中国非公募基金会発展論壇ウェブサイト「第 5届年会円満閉幕、万通友成純山担当下届

































http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1922、2014年 1月 22日検索。 
126仁愛会「北京市仁愛慈善基金会―章程」、
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1940、2014年 1月 22日検索。 
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1282013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
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アである。兼職義工は、専職義工と違い必ずしも仏教徒である必要はなく 129300 人ほどい
るといわれ、その他、一般のボランティアが約 1 万人いるとされている（北京市仁愛慈善
















1292013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
130日本の財団法人における幹事長や事務局長に相当。 
1312013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
170 
 
                                                   
（表 16）北京市仁愛慈善基金会理事会メンバー（2012年末まで） 
理事会メンバー 職場 基金会における職位 報酬の有無 
李蓮 北京松盛広告有限公司 理事長 なし 
林啓泰 広東国智投資有限公司 秘書長 なし 
李彤 広東鴻智電信軟件有限公司 理事 なし 
田津榕 広東常栄貿易公司 理事 なし 
儲惠斌 北京翰均投資有限公司 理事 なし 
劉岩 北京水之潤文化発展有限公司 理事 なし 



























































135前掲国家宗教局ウェブサイト、2014年 9月 22日検索。 
136前掲国家宗教局ウェブサイト、2014年 9月 22日検索。 
137前掲国家宗教局ウェブサイト、2014年 9月 22日検索。 
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李と張は共に中国共産党中央政治局常務委員のメンバーでもあるため、最終的には共産党
が指導していることになる。しかし、ワンクによると中央統戦線部は、特別な問題が発生





































 08 年 1 月に北京市広安門外の 42 番バス終点駅等の場所で始まって以来、現在では、北
京西駅南広場バスターミナル西口（紅蓮心桟 139）、清華大学南門威盛ビル中国芯（清華心桟）、











http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1928、2014年 1月 30日検索。 
139活動場所の地名にちなんで名前が付けられている。 
140仁愛会「仁愛慈善―常規志願活動地」http://t.cn/zlPZVUS、2014年 1月 30日検索。 
1412013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
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（写真 19. 天厨妙香店内の様子。2013年 8月著者撮影） 
 
 （1）粥の調理 
  ・午前 4時 30分：天厨妙香の調理場にボランティア 2名が集合。粥の調理開始。 
・午前 6時 30分：粥の調理終了、保温鍋（2個）に粥を移し、調理なべを洗浄の後、
ボランティアは朝食。他のボランティアが手伝いに来る場合有り。 
・午前 7時 20分：天厨妙香出発。 
・午前 7時 30分：北京地下鉄金台夕照駅 A出口前到着。 








                                                   
 
（写真 20. 「前行」の様子。2013年 8月著者撮影） 
 
（3）正行（本番） 
・午前 7時 40分：粥の配給開始（写真 21）（写真 22）。 
・午前 8時 20分：粥の配布終了。 
 
  



















・午前 8時 30分：天厨妙香の調理場 
で保温鍋を洗浄。 





















































に 3万元（北京市仁愛慈善基金会, 2013: 12）が、このプロジェクトに対して支払われてい
る。ちなみに仁愛会の同年度の総資産は 425万 6112元で、寄付収入は 665万 4641元であ















金会, 2012: 5）。 
  









                                                   
（1）4つの段階 
  ①救難：災害発生後 1 週間以内に、先発のボランティアは緊急救援物資を持って被災
地に行き、捜索救助業務と遺体の整理業務に無作為に参加し、また緊急救援物資を
配布する。 




  ③救助：災害発生後 60日以内に、心理教育のボランティアによってテントの学校を建
設し、児童の心理回復の訓練を行う。被災した学校の教育秩序の回復を教員の協力
で促進、助ける。同時に、バラックの校舎を建設する。 





















                                                   
 （3）4つの段階からみる仁愛災害救助センター活動 
①救難段階 



















会, 2012: 8）。以上が青海地震における「救難段階」である。 
 次に雅安地震における「救難段階」をみる。雅安地震は、13年 4月 20日 8時 3分に発
生した。地震発生後、仁愛会は、災害救助の準備に入った。その後、四川のボランティア
から被災状況の情報が入り、10 時の緊急会議で「『雅安・仁愛行動』災害救助プログラム」





























http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1974、2014年 1月 22日検索。 
147仁愛会「“雅山・仁愛行動”報道之二：4月 21日、連夜行進直抵蘆山」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1979、2014年 1月 22日検索。 
148仁愛会「4月 22日“雅山・仁愛行動”救災報道之三：前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1980、2014年 1月 22日検索。 
149仁愛会「4月 23日“雅山・仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1982、2014年 1月 22日検索。 
150仁愛会「4月 26日“雅山・仁愛行動”救災報道之八：仁愛之花災区盛開」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1990、2014年 1月 22日検索。 
151仁愛会「2013年 6月 2日-6月 7日“雅山・仁愛行動”終篇報道：三宝蘆佑踏上帰程」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2062、2014年 1月 22日検索。 
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善基金会, 2012: 12）。その後、仁愛会は、6月 20日から 24日にかけて「樹人行動」という
心理指導教育活動を第一完全小学校、第二完全小学校、玉樹チベット族自治州孤児院、玉
























いる（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 23）。 
 次に、雅安地震における救済段階の支援の主な内容は仁愛心桟である。仁愛会は、支援
の当初から藍天救援隊などの救助隊に対し、食事を提供するなどの活動を展開していたが、
2013 年 4 月 29 日から先述の仁愛心桟と同様の活動を蘆山県人民医院傍のテントで開始し
152仁愛会「5月 8日“雅山仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/forum.php?mod=viewthread&tid=347&extra=page%3D9、2014
年 1月 22日検索。 
153仁愛会「2013年 5月 13日、14日“雅山・仁愛行動”救災行動之二十三：為心魂挿上翅
膀」http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2024、2014年 1月 22日検索。 
154仁愛会「2013年 5月 27日【雅山・仁愛行動】前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2046、2014年 1月 22日検索。 
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た 155。5 月 29 日には蘆山県における仁愛心桟の拠点となるバラック小屋の建築がはじま

























http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1992、2014年 1月 22日検索。 
156仁愛会「2013年 5月 29日“雅山・仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2050、2014年 1月 22日検索。 
157仁愛会「2013年 6月 1日“雅山・仁愛行動”前線快報」
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